
地方創生に求められる公民館の役割

文部科学省生涯学習政策局社会教育課長

西井 知紀

平成28年度全国公民館研究集会岐阜大会行政説明（H28.10.20）

Ⅰ．地方創生に向けた取組

Ⅱ．経済・財政一体改革の動向

Ⅲ．文部科学省の取組

［参考］公民館関係データ集

＜本日の説明内容＞
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Ⅰ．地方創生に向けた取組
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平成28年9月26日
小さな拠点・地域運営組織の形成に

関する都道府県担当者説明会
（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）
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○ 「地域運営組織」の活動拠点は、公民館、図書館等の自治体保有施設の
一部が最も多い。（３０％）

○ 設置単位は、「小学校区」が多く、公民館を中心とした社会教育活動の範囲
とも整合し、妥当な範囲。 （平成２７年３月総務省報告書）

「地域運営組織」と公民館等の社会教育施設の連携

人材の育成・確保（地域づくりの自覚の形成やスキル磨き）

○ 地域運営組織の立ち上げに当たっては、地域住民を主体としたワークショッ

プの開催等を積極的に推進し、住民の当事者意識を醸成することにより、自主

的に地域運営組織のリーダーや担い手などの役割を分担するとともに、学びの

場を設け、必要な知識の修得等を進めることが必要である。そのためには、

ワークショップの効用の発信や公民館との連携、ファシリテーター・中間支援組

織等外部の専門人材の活用、都道府県や市町村の支援が求められる。
（「地域の課題解決を目指す地域運営組織－その量的拡大と質的向上に向けて

－平成２８年８月１０日 有識者会議中間とりまとめ

現 状

課題と解決方向
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地方分権と住民自治を進める中での社会教育の役割

地域課題：少子化・高齢化、経済低迷等の社会的課題に起因する
解決困難な様々な地域的課題が存在

（地域防災・防犯、環境、雇用、医療、家庭の支援、学校の支援etc.）

これらの課題に対し、様々な行政部局が各分野で対策
を講じるが、複雑・複合化する課題、縮小する行政組織
の中で、行政の特定分野のみの取組では効果が薄く、
持続可能ではない。

福祉

市民生活

医療

住民と行政の協働による課題解決

・行政・住民協働による個々の課題解決の取り組みを進める中で、学び（知識、ノウハウ、アイデアetc.）が必要な部分や住民
の意識・行動変容について、支援することが社会教育に求められる役割。
・その学びの支援のため、連携することが効果的な地域の関係主体、機関等とネットワークを結ぶ役割も必要。

地域の現状

目指すべき姿

企業

自治会NPO

住民がいかに地域を支え、盛り上げるかが重要

防災・
防犯

環境・衛
生

住民

学校

社会教育
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「自分達の地域は自分達の力で」を皆が口にするようになる。
評価と成果・・・地域の風土に明らかな変化が

１ 子どもから高齢者までみんなで活動する機会が増えた。
２ 受益者意識が薄れ、当事者意識が芽生え、膨らんできた。
３ 子どもが地域で活躍し、学校支援地域本部も定着した。
４ タテ割り意識だけでなく、ネットワークのメリットが実感された。
５ 前例踏襲だけでなく、新規創造へチャレンジが増えた。
６ 学ぶことが実践に結び付く「知の循環型社会」へ展開中。
７ 同志の縁が増え、仲間との交流が拡大した。

・補助金減少、地域の環境悪化、社会
教育関係団体の高齢化等により、地域の組織
の再構築が必要になる

・地域の現状を知るため全戸対象アンケート
調査を実施し、その結果を分析し、住民による
熟議により地域課題を抽出

経緯

まちづくり協議会 部会の主な取組

１ 地域福祉の充実
２ 環境美化の推進
３ 安全・安心の確立
４ 健康づくり
５ 子供の育ちを支える

先進事例も参考にし、地域
自ら課題を解決する「地域
主導型」のまちづくりを目指し、
泉川まちづくり協議会を設立

・安全安心部会 ・子ども支援部会
・環境美化部会 ・生涯学習部会
・地域福祉部会 ・総務部会
・健康づくり部会

泉川公民館
連携

泉川まちづくり協議会

○ 生涯学習部会は、各部会が地域課題を解決するために、
地域住民に啓発したい内容を持ち寄り、それを企画に練り
上げ、「泉川ふるさと塾」を開設し、学習と実践を繋ぐ役割
を果たしている。

○ 総務部会は、自治会のブロック長と各部会長で構成し、
情報共有と地域住民への周知を図っている。

○ 安全安心部会では、児童と住民が一緒に安全マップを
作成したり、児童と登下校の見守り隊が一緒に遠足に行
くなど、子どもから高齢者まで安全と安心が確保できるよ
う取組を行った。また、防災訓練は消防団との連携で実
施することが定着。

○ 健康づくり部会・地域福祉部会で
は、医療・介護費の削減を目指し、
住民自身による意識調査やワーク
ショップ、ウォーキングの実施など、
大学とも連携して地域ぐるみで健康
寿命の延伸に取り組んでいる。また、
健康づくり部会では、食生活改善を
目指した親子健康料理教室や健康
増進のための「泉川健康体操」を自
分達で作成し振付も行い、幅広く親
しまれている。

公民館とまちづくり協議会の関係

市役所
地域
学校
団体
消防団
ＮＰＯ 等

公民館の職員が中心
となり、まちづくり協議
会の総合事務局とし
てコーディネート役を
担っている。

泉川地域の課題
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公民館がまちづくり協議会を立ち上げた事例 ～愛媛県新居浜市の取組～
（公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム取組事例）



市の現状：１０年間に6,300人の人口
減少（現人口約34,000人）、高齢化
率：４０％、若者の地域外への流出等、
厳しい課題を抱える。

（課題解決のために目指す成果）
地域を元気づけるために、市民による自発的取組の促進

課題解決のため、公民館が関係者、機関と連携しながら、取組の企画・立案、学習機会の提供、取組の
コーディネートを実施。

① まちづくりシンポジウムや市民によるワークショップ、講演
会・講座の開催など多様な学習機会を提供（きたあきた「ま
ちづくりカレッジ」、ふるさとの未来・再考！フォーラム 等）

→ 内陸線存続問題、人口減少、地域の活性化等の課題に対
し、小・中･高・大学生・一般が連携して取組む仕組みの構築

→ 若者を中心とした地域活動グループ「北秋田体験まるごと
会議」が発足し、活動スタート

→ 市のCMを制作し、秋田県で大賞を獲得。行政（市商工観
光課）とも連携し若者による活動の成果が生まれる。

③ 秋田北鷹高校生による地元特産品を使った商品開発
プロジェクト：開発商品「しょうゆバター餅」、「比内地鶏と
ししとうカレー」、「北秋田コロッケ」

→ 市民参加の試食会やフォーラムでの研究発表、小学校
との調理実習との連携など、幅広く市民の意見を取り入
れるための仕掛けにより開発し、全国コンクールで準優勝

→ 高校生の社会貢献活動をとおした「地域経済活性化モ
デル」の構築 ※三重県相可高校との交流活動（料理コンクール等）

主な取組

住民主導の地域の課題解決、地域づくりの事例 ～秋田県北秋田市の取組～
（公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム取組事例）

「おらほの地域応援し隊」の結成 ＝ 地域人材の育成

② 若者の定住化策として若手農家のイメージアップ、生産物のブランド化
（トラ男米）

→ 若手農家集団代表による講演の開催、全国への情報発信
→ ふるさとへ根ざす若者による新ビジネス・起業の推進

や、仲間づくり（ネットワーク）による地域活動の拡大

【取組のために連携した機関等】
ＪＡ、商工会、民間企業、個人経営者、県地域振興局

テーマ：まちづくり×人づくり

テーマ：高校生・若者×地域づくり

④ 高齢者による地域貢献の促進「アクティブシニア活動推進モデ
ル」：地域で元気に活躍している高齢者による「Gちゃ

んサミット」～まだまだ元気！おらがまちを応援し隊！
→ 高齢者の仲間づくりや地域間交流、多世代（小学生～

高校生、養護学校）との交流につながる
→ アンコール開催では市外からの参加者も増え、県との共

催や隣県との連携事業に発展
【取組のために連携した機関等】

小中高校、社会福祉協議会、高齢者大学、養護学校、
民間企業、老人クラブ、婦人会、県地域振興局

テーマ：高齢者×イキイキプロジェクト

【取組のために連携した機関等】
JA、商工会、市内小学校、民間企業、市長部局、県外高校 市商工観光課 -13-

背景：人口の過疎化、少子高齢化、新潟県中越大震災によ
り、中山間地域の集落は活力低下、後継者不足、集落の
維持機能低下にもかかわらず、自治公民館的分館は、活
動マンネリ化、活動数減少。

市内のモデル集落を対象に、取組内容を「交流」「体験」「拠点」のテーマに分けて、集落の活性化支援の学習機会
を展開。

① 「まちあるき」の実施 ～地域の価値を認識～
集落外からの参加者も募り、

「まちあるき」を行い、集落の成り
立ちや言い伝えなどを学ぶ。
また、ワークショップで「まち歩き
マップ」を製作。
② 職員研修の受け入れ

市の新採用職員研修で、集落住民との対話する機
会を設け、今後の業務に活かすきっかけをつくる。

③ 教育体験旅行の受入先の強化

ホームステイ（民泊）による小・中学校
の宿泊教育体験をさらに充実させるため
に、郷土料理の実習や食物アレルギー
等の学習会、関東地方の教育体験旅行
実施への訪問などの取組を実施。

主な取組

「交流をキーワードにした中山間地の集落活性化支援」 ～新潟県小千谷市の取組～
（公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム取組事例）

交 流 体 験

④ 「わかとち楽校」の開催

集落と交流する実践者との勉
強会を実施。
⑤ アグリビジネスプロジェクト

６次産業に取り組む農業者から、
農産物加工の製造や販売に関す
る基礎知識を学習する機会の提
供や、農業者と消費者との交流
会の実施。

拠 点

（課題解決のために目指す成果）

公民館のしかけにより、集落の課題解決の能力を高め、集落
住民の内発を促し、主体的な集落活性化の活動に取り組む
人材を育成し、集落住民の経済的・精神的な活力を生み出す。

「まちあるき」

・集落の後継者等の若手が中心となって、今後の活動を展開。
・取組が集落住民の「気づき」を生み、行動力の糧となった。
・地域課題解決に対応する行政内部の役割分担が明確になった。（学習活動は公民館、実践は担当部局）

「わかとち
楽校」

成 果

住民活動の活性化、地域の再認識
里で生きていく思想・哲学、
未来へのヒント

生きがいづくり、
集落活動の自信

市内の他の中山間地域へ広めていく
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背景：人口減少と高齢社会が進む地方都市の中
の公民館

「公民館活動を通じて高校生が中心となって進めるまちづくり」 ～秋田県大館市の取組～
（公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム取組事例）

（課題解決のために目指す成果）

○ 若年層の公民館利用の拡大
○ ふるさとキャリア教育の継続

高校生まちづくり会議「HACHI」の発足

【主な取組】
○ 大館巡りの実施（県指定文化財の見学や産地直売

所、駅弁販売店の訪問）
○ 宮城県立本吉響高校との意見交換
○ 公民館利用者や地域づくり実践者との意見交換
○ 地域イベントでの市民アンケートの実施・結果報告
○ 市長とのトークセッション（これまでの活動報告や意

見交換等を行う）
○ 「HACHIが元気にする大館まちづくり市民フォーラ

ム」の開催

主な取組

初年度：「知る」活動 ２年目：「実践」活動

・参加高校生が地元大館の魅力の理解が深まった。
・地域イベントや公民館会場のイベントへの参加により、イベントの活性化につながった。

成 果

【主な取組】
○ 子育てフェスティバルへの協力
○ 生涯学習フェスティバルでの喫

茶コーナーの設営及び活動PR
○ ボランティアフェスティバル、

子どもサミットでの活動PR
○ 交流ボランティア事業への協力
○ 駅－ONE ～ あおぞらいち ～ への協力
○ 枝豆スイーツの開発
○ 青森市の高校生団体の視察・意見交換の実施

・利用者の高齢化、若年層の公民館離れ
（利用の少なさ）

・「ふるさとキャリア教育」の義務教育課
程終了後の継続

公民館を中心に様々なイベントで「ふるさとキャリア
教育」を実践し地域の活性化につなげる
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Ⅱ．経済・財政一体改革の動向
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経済・財政一体改革推進委員会第２次報告（概要） 平成２８年５月１１日
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第14回経済・財政一体改革推進委員会社会資本整備等ワー
キング・グループ文部科学省説明資料（H28.9.21）
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第13回経済・財政一体改革推進委員
会制度・地方行財政ワーキング・グ
ループ総務省説明資料（H28.9.21）
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Ⅲ．文部科学省の取組
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新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた
学校と地域の連携・協働の在り方や今後の推進方策について（中教審答申）の概要

背景

○地域の教育⼒の低下や家庭教育の充実の必要性が指摘されており、地域の教育⼒の充実が必要
○学校が抱える課題は複雑化・困難化しており、教職員のみならず社会総掛かりで対応する必要
○これからの厳しい時代を⽣き抜く⼒の育成、地域から信頼される学校づくり、社会的な教育基盤構築
等の観点から、学校と地域がパートナーとして連携・協働するための組織的・継続的な仕組みが必要

主な課題

【コミュニティ・スクール】
○現在2,389校（約6％）にとどまっており、更な
る推進の加速が必要

○元々、学校のガバナンス強化を⽬的に導⼊された
制度であるが、学校を応援する存在とする必要

○学校運営の責任者である校⻑のリーダーシップを
より⼀層発揮させる必要

○教職員の任⽤に関する意⾒によって、⼈事が混乱
するのではとの懸念を払拭する必要

【地域における学校との協働体制】
○⼦供を育て、地域を創るため地域の教育⼒を向
上し、持続可能な地域社会を創ることが必要

○地域と学校が連携・協働して、地域全体で⼦供
たちの成⻑を⽀える活動の全国的な推進が必要

○従来の学校⽀援地域本部、放課後⼦供教室等の
活動を総合化・ネットワーク化することが必要

○地域住⺠や学校との連絡調整等を担うコーディ
ネート機能の強化が必要

【両者の⼀体的推進】
○両者の体制が、相互に補完し⾼め合う存在として、両輪となって相乗効果を発揮していくことが必要
○学校や地域の実情、両者の有機的な接続の観点等を踏まえた体制の構築が重要

（Ｈ27.12.21）
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今後の地域における学校との協働体制の在り方について(中教審答申のポイント）

従来の学校⽀援地域本部、放課後⼦供教室等の活動を基盤に、「地域
学校協働本部」を全ての地域に整備し、地域全体で学び合い未来を担
う⼦供たちの成⻑を⽀える活動（地域学校協働活動）を推進する。

教育再生実行会議第６次提言（平成２７年３月） 中央教育審議会答申 （平成２７年１２月）

地域と相互に連携・協働した活動を展開
するための抜本的な⽅策の推進が必要

体制の改善 現状・課題 提言内容

①「地域学校
協働活動」の
推進

・少⼦⾼齢化、地域の教育⼒の低下、学校が抱
える課題は複雑化・困難化に対応し、社会総
掛かりでの教育の実現を図る必要がある。

・これまでの学校⽀援地域本部や放課後⼦供教
室等の取組を通じ、学校と地域の関係構築に
つながるなど、⼀定の成果は評価。

・⼀⽅、学校⽀援活動や放課後⼦供教室、⼟曜
⽇の教育活動等の活動間の連携が⼗分でない
等の課題あり。

・地域住⺠が学校のパートナーとしてより主体
的に参画し、地域と学校との関係を新たな関
係（連携・協働）に発展させることが必要。

◆ 地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を
担う⼦供たちの成⻑を⽀え、地域を創⽣する活動
を「地域学校協働活動」として積極的に推進。

◆「⽀援」から「連携・協働」、個別の活動から
「総合化・ネットワーク化」を⽬指す新たな体制
としての「地域学校協働本部」を全国的に整備

②コーディ
ネート機能の
強化

・学校と地域のコーディネーターの下で、
特定の個⼈に依存するなど持続可能な体制で
はない等の課題あり。

◆「地域コーディネーター」（地域住⺠や学校との
連絡調整を実施）及び「統括的なコーディネーター」
（複数のコーディネーターとの連携調整等を実施）の
配置や機能強化（持続可能な体制の整備、⼈材の育
成・確保、質の向上等）を推進。

（※）この他、地域学校協働活動の推進に向けた財政⽀援、普及啓発、事例集作成等の⽅策について提⾔。

教育委員会による地域学校協働活動推進のための
体制整備について法令上明確化
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「次世代の学校」の創⽣に必要不可⽋な教職員定数の戦略的充実

「次世代の学校・地域」創⽣プラン
〜中教審３答申の実現に向けて〜

⼦供

スクール
カウンセラー

スクール
ソーシャル
ワーカー

地域連携の
中核を担う
教職員

教員を
バックアップする
多様なスタッフ ・・・・・・

学校の組織運営改革
（⇒チーム学校）

教員

校⻑

⼦供へのカウンセリング等に
基づくアドバイス
校内研修の実施 等

⼦供たちが⾃⽴して活躍する「⼀億総活躍社会」「地⽅創⽣」の実現

地域学校協働本部

授業等の学習指導
⽣活指導・保護者対応 等

保護者・地域住⺠・企業・ＮＰＯ等

連携・協働

教員改革
（⇒資質向上）

ベテラン段階

養成・採用・研修を通じた
不断の資質向上

中堅段階

１〜数年⽬

採⽤段階

養成段階

教員育成指標

現職研修改⾰

採⽤段階の改⾰

養成段階の改⾰

・管理職研修の充実
・マネジメント⼒強化

・ミドルリーダー育成
・免許更新講習の充実

・チーム研修等の実施
・英語・ICT等の課題へ対応

・採⽤試験の共同作成
・特別免許状の活⽤

・インターンシップの導⼊
学校現場や教職を早期に体験

・教職課程の質向上

答申③←教育再生実行会議第７次提言

「地域学校協働活動」の推進
・郷⼟学習 ・地域⾏事 ・学びによるまちづくり
・放課後⼦供教室 ・家庭教育⽀援活動 等

保護者

⼦供への個別カウンセリング
いじめ被害者の⼼のケア 等

困窮家庭への福祉機関の紹介
保護者の就労⽀援に係る助⾔ 等

←都道府県が策定

←国が⼤綱的に提⽰育成指標策定指針

答申②←教育再生実行会議第７次提言 答申①←教育再生実行会議第６次提言

コミュニティ・スクール

地域からの学校改革・地域創生
（⇒地域と学校の連携・協働）

要・法改正︓免許法、教員センター法、教特法 要・法改正︓学校教育法、地⽅教育⾏政法

要・法改正︓地⽅教育⾏政法

要・法改正︓社会教育法

校長の

リーダーシップの下
学校を運営

・学校運営の基本⽅針
・学校運営や教育活動 等

事務職員

予算の執⾏管理、情報管理等により
校⻑のマネジメントを⽀える

※共同実施により学校の事務を効率化

地域の人々が学校と連携・協働して、
子供の成長を支え、地域を創生

地域コーディネーター

学校運営
協議会

・校長のリーダーシップを応援
・地域のニーズに応える学校づくり
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１．「次世代の学校・地域」創生プランの目指す方向

中央教育審議会３答申（平成27年12月21日）の内容の具体化を強力に推進
 「次世代の学校・地域」が両輪となった体系的な施策を展開！
 文部科学省として今後取り組むべき具体的施策と改革工程表を明示！

高齢者人口は増大する一方で生産年齢人口は減少

我が国が抱える主な課題

グローバル化の進展に伴い激しく国際環境は変化

学校の抱える課題は著しく複雑化・多様化 地域社会の支え合いの希薄化、家庭の孤立化

「次世代の学校・地
域」創生プラン

を策定！

一億総活躍社会の実現！ 地方創生の推進！

「次世代の学校・地域」の創生を車の両輪として課題を克服！

学校

 「社会に開かれた教育課程」の実現

 知識・技能とそれを活用する力、他者と協働する
力の育成

 アクティブ・ラーニングの視点に立った学びの推進

 「次世代の学校」創生に必要不可欠な指導体
制の質・量両面での充実

 「地域とともにある学校」への転換

 教員が生涯を通じて研鑽できる環境づくり
 いじめや不登校、発達障害等に教員と心理・福祉

等の専門スタッフが連携・分担して対応

地域

 地域の資源を学校教育、社会教育に活かす

 生徒と地域住民が主体的に課題を発見・解決
し、地域課題に向き合う

 次代の郷土をつくる人材の育成

 学校を核としたまちづくり

 地域で家庭を支援し、子育てできる環境づくり

 放課後・早朝の子供の居場所、学習・部活動支援

 学び合いを通じた社会的包摂

 若者・大人も子供・地域のためにできることを考え、
自己実現

「次世代の学校・地域」の創生
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２．「次世代の学校・地域」創生プランの具体的施策

地域と
学校の

連携・協働
に向けた

改革

教員制度
の

一体改革

□地域が学校のパートナーとして子供の教育に関わる！
 地域コーディネーターと地域連携担当教職員（仮称）の配置の

促進（法令改正・予算等）

 教員が子供と向き合う時間の確保
 学校施設の有効利用、管理の工夫による地域への学校開放の促進

学校の
組織運営

改革

□地域と連携・協働する教員の養成・研修！
 地域との連携・協働を円滑に行うための養成・研修の充実
 教員を目指す学生の放課後子供教室、土曜学習等への参加の拡大
 地域課題を題材にしたアクティブ・ラーニングの視点に立った学びや

ICTを活用した学びの推進

「次世代の学校・地域」
の創生に向け
一体改革として

＜３本の矢＞を放つ！

「
次
世
代
の
学
校
・

地
域
」
の
創
生教員制度の一体的改革（子供と向き合う教員の資質能力の向上）

学校の組織運営改革（「チーム学校」に必要な指導体制の整備）

改革工程表に基づき施策を計画的に展開し、「次世代の学校・地域」の創生を着実に実現！

□ コミュニティ・スクール（CS）を推進・加速する！
 学校運営協議会の設置の努力義務化、

教職員の任用に関する意見の柔軟化等（法改正）

 CS導入に伴う学校の体制強化、
類似の取組からの移行支援等（予算等）

 首長や教育長への働き掛け強化等
（マニュアルの策定や教育委員会規則の制定推進等）

□ 大学での養成を充実する！
教職科目の大括り化（法改正）、

学校インターンシップ制度化（省令改正）等

□ 教員研修を充実する！
教員研修計画の整備（法改正）、メンター方式実施（予算等）等

□ キャリアシステムを構築する！
教員育成協議会の構築、教員育成指標の整備（法改正）等

□ 教職員の指導体制を充実する！
 平成32年度からの指導要領の全面実施を踏まえた

指導体制の充実（法改正・予算等）

□ 専門性に基づくチーム体制を構築する！
 SCやSSW等専門職員の職務の明確化・配置促進（法令改正・予算等）

□ 学校のマネジメント機能を強化する！
主幹教諭の配置充実（予算等）、事務体制の強化（法改正・予算等）等

地域と学校の連携・協働に向けた改革（コミュニティ・スクール、地域学校協働活動の推進）

□地域学校協働活動を地域創生の基盤に！
 教委による地域学校協働活動推進のための体制整備（法改正）

 若者から高齢者までが活躍し地域を創生する場として、
地域学校協働本部を全小中学校区をカバーして整備

 郷土学習、地域行事等の地域学校協働活動を支援
 放課後子供教室・家庭教育支援の充実による子育て環境の整備
 先進事例の収集・発信、全国フォーラム等の開催（以上、予算等）

「次世代の学校・地域」の創生に向けた具体的施策
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コミュニティ・
スクールの
推進加速

地域学校
協働活動、
コミュニティ・

スクール
の一体的推進

地域と
学校の

連携・協働
に向けた

改革

ガイドラインの普及・定着

制度等説明会の実
施

施行後の状況のフォローアップ

地域学校協働活動、コミュニティ・スクールの全国的推進（好事例の収集・普及、普及促進イベント開催等）

進捗状況等を踏まえ、更なる体制面・財政面への支援や普及促進の充実の検討・実施

地域学校
協働活動の
推進加速

地教行
法改正

省内
検討

制度等説明会の実
施

法施行後の状況のフォローアップ
進捗状況等を踏まえ、
更なる制度見直しの検討

ガイドライン（※1）改訂
ハンドブック（※2）策定

体制面・財政面の支援の充実（導入に伴う教職員の配置充実、類似の取組からの移行の支援等）
未導入地域の首長・教育長への働き掛けの強化（マニュアルの策定や教育委員会規則の制定推進等）

ガイドラインの普及・定着
ハンドブックの普及・定着 （※2）学校運営協議会委員としての心構えや必要な知識等をまとめた教材

３．「次世代の学校・地域」創生プラン一体改革工程表①

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

第２期 第３期教育振興基本計画

答申・指導要領改訂 新指導要領周知等 全面実施学習指導要領改訂（小学校の例）

（※）地方自治体等の関係者向けの地域学校協働活動の推進の参考手引き

社会教
育法等
改正

省内
検討

ガイドライン（※）
検討・策定

体制面・財政面への支
援の充実（コーディネー
ターの配置・促進、活動
経費の支援等）

（※1）教育委員会や学校に対し学校運営協議会導入の際のポイント等を示した手引き
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教員制度の
一体改革

教員養成
改革

現職教員
研修改革

養成・採用・研修を
通じたキャリアシス

テムの構築

免許法改正（教職課程
の科目大括り化等）

大学での課程認定
の準備、事前相談

新課程の認定 新課程の実施

教特法改正
（法定研修の見直し）

モデル事業の実施等

各地域において順次研修計画を策定し、研修を実施（初任研、１０年研の改善、メンター方式の研修の
実施等）

教特法（教員育成協議
会の設置等）・教員研修
センター法改正

各地域において、順次、教員育成協議会を設置するとともに、教員育成指標や研修計画を策定

教職課程コアカリキュラムの作成等

学校の
組織運営

改革

指導体制の
充実

今後の教育活動充実のための定数改善

省内ＴＦ等
で検討専門スタッフの配

置
（ＳＣ，ＳＳＷ等）

配置の充実とともに養成や研修の充実により
質を担保

事務機能の
強化

各地域で展開

法令
改正等

各地域で常勤的配
置の実現

省内
検討

学教法
改正

事務職員向け研修プログラムの実施

配置充実のための定数改善の検討

各地域で展開

３．「次世代の学校・地域」創生プラン一体改革工程表②

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

第２期 第３期教育振興基本計画

答申・指導要領改訂 新指導要領周知等 全面実施学習指導要領改訂（小学校の例）

省内タスクフォースの
検討を踏まえた所要
の法令改正等
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地域住民、団体等により緩やかな
ネットワークを構築

※必須３要素
●コーディネート機能

●多様な活動（より多くの地域住民の参画）

●継続的な活動

地域学校協働本部

※地域側の総合窓口
※学校支援、放課後の教育活動等の地域

活動の調整やボランティア の確保
※地域学校協働本部等に所属

－パートナーシップの構築による新しい時代の教育、地方創生の実現－

学 校

※学校側の総合窓口
※学校運営協議会の運営業務等の調整
※地域住民等による学校支援等の地域

連携の企画・調整 等

地域連携担当教職員（仮称）

１．学校運営の基本方針の承認
２．学校運営に関する意見
３．教職員の任用に関する意見

＋
４．学校と地域住民等との連携・協力の促進

学校運営協議会

地 域

連携・協働
地域コーディネーター

地域学校協働活動

★地域人材がそれぞれ相互に構成員を務
めるなど、それぞれの知見、経験、課題等
の共有により、一体的・効果的な推進

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度を導入する学校）

学校運営に関して協議する機関

学校と地域の効果的な連携・協働と推進体制 （イメージ）

★地域の人的・物的資源の活用や社会教育
との連携により、「社会に開かれた教育課程」
を実現

★地域住民による学校支援活動、放課後の
教育活動、地域文化活動等の実施

★学校を核として、地域の大人と子供が学び
合い、地域コミュニティを活性化

学校を支
える観点

地域住民や保護者等が
学校運営に参画

両輪として推進
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地域全体で未来を担う子供たちの成長を支える仕組み （活動概念図）

家庭教育学校教育

教育
ＮＰＯ

民間
教育

事業者

ＰＴＡ

文化
団体

企業・経
済団体

地域の
青少年

地域の
高齢者

福祉関係
機関・団

体

大学等

★より多くの、より幅広い層の地域住民、団体等が参画し、目標を共有し、「緩やかなネットワーク」を形成

◎ 次代を担う子供に対して、どのような資質を育むのかという目標を共有し、地域社会と学校が協働。

◎ 従来の地縁団体だけではない、新しいつながりによる地域の教育力の向上・充実は、地域課題解決等に向けた連携・協働につながり、
持続可能な地域社会の源となる。

社会教
育関係
団体

研究
機関

ｽﾎﾟｰﾂ
団体

地域の
成人

労働関係
機関・団

体

土曜日・
放課後活

動
まちづ
くり

子供

地域
活動

学校
支援

子供の
学習
支援

家庭教
育支援
活動

社会教育
地域学校
協働活動

※公民館等の
活動を含む

：活動

：地域住民、団体等

活動に応じて
連携・協働

警察・
消防等
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今後の地域における学校との協働体制（地域学校協働本部）の在り方 ～目指すべきイメージﾞ～

地
域
学
校
協
働
本
部

地
域
学
校
協
働
本
部

（
１
）
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

（
２
）
多
様
な
活
動
（
よ
り
多
く
の
地
域
住
民
の
参
画
）

（
３
）
継
続
的
な
活
動

（
１
）
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

（
２
）
多
様
な
活
動
（
よ
り
多
く
の
地
域
住
民
の
参
画
）

（
３
）
継
続
的
な
活
動

社
会
教
育
の
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
い
て
、
地
域
の
人
々
や
団
体
に
よ
り「
緩
や
か
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」を

形
成
し
た
任
意
性
の
高
い
体
制
。
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
活
動
内
容
を
選
択
し
て
実
施
。

社
会
教
育
の
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
い
て
、
地
域
の
人
々
や
団
体
に
よ
り「
緩
や
か
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」を

形
成
し
た
任
意
性
の
高
い
体
制
。
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
活
動
内
容
を
選
択
し
て
実
施
。

学校支援活動

土曜日の
教育活動

放課後子供教室

家庭教育
支援活動

地域社会における
地域活動

学びによる
まちづくり

【これまでの課題】
・それぞれの活動ごとにコーディネートがなされ、必ずしも横の

連携が十分でない。
・コーディネート機能の大部分を特定の個人に依存し、結果とし

て、持続可能な体制がつくられていない場合も多い。

学校支援活動
・登下校の見守り
・花壇整備
・授業補助 等

放課後
子供教室

土曜日の
教育活動

家庭教育
支援活動

活
動
に
関
わ
る
地
域
住
民
（ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

学校支援地域本部
※ 地域の特色・方針により、
学校支援活動以外の活動の
調整を行う場合有り

支援

コ

コ

コ

コ

コ コーディネーター

・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
の
充
実

・
個
別
の
活
動
の
総
合
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

・
「
支
援
」
か
ら
「
連
携
・
協
働
」
へ

学

校

参画

参画

参画

学

校

活
動
に
関
わ
る
地
域
住
民
（ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

参画

参画

連携・協働

連携・協働
参画

参画

参画

参画

参画

参画

今後現在
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地域学校協働活動を推進するための体制 （イメージ）
● 地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う⼦供たちの成⻑を⽀えていく活動＝「地域学校協働活動」を積極的に推進
● 従来の個別の活動の充実、総合化・ネットワーク化を図り、「⽀援」から「連携・協働」を⽬指す新たな体制として「地域学校協働本部」を整備

施
策
の

基
本
的
な

⽅
向
性

■学校⽀援地域本部、放課後⼦供教室等の機能をベースとして、①コーディネート機能を強化し、②より多くのより幅広い層の活動する地域
住⺠の参画を得て活動を多様化し、③継続的な地域学校協働活動を実施する「地域学校協働本部」へと発展

■それぞれの地域や学校の特⾊、実情やそれまでの経緯を踏まえ、地域学校協働活動の推進に係る施策を実施
■地域学校協働活動の核となるコーディネート機能を強化

学校⽀援活動

⼟曜⽇の教育活動

放課後⼦供教室

家庭教育⽀援活動

地域社会における
地域活動

学びによるまちづくり

学

校

連携・協働

連携・協働

Ａ.地域学校協働本部

【地域コーディネー
ター】

（1）ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能
（2）多様な活動 （より多
くの

地域住⺠の参画）
（3）継続的な活動

本部の構成３要素

社会教育のフィールドにおいて、地域
の⼈々や団体により「緩やかなネット
ワークを形成した任意性の⾼い体制。
地域の実情に応じて活動内容を選択し
て実施。

統括的なコーディネーター

地域住⺠、保護者、企業・団体等が参画

◎連絡・調整
◎助言・指導
◎人材育成

Ｂ.地域学校協働本部

Ｃ.地域学校協働本部

【地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】

【地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】

※複数の学校による体制を整備するケースも想定

◎学校との連携・協働
◎住⺠・保護者間の連絡・調整

・地域学校協働活動の推進に係る施策を実施
・域内の市町村教委における地域学校協働活

動の推進を支援

都道府県教育委員会

・地域学校協働活動の推進に係る施策の実施
（地域学校協働本部を推進するため
の組織体制の整備、コーディネーターの配
置・育成、発掘、地域学校協働活動を推進
するための計画の策定等）

市町村教育委員会

連携・協働

連携・協働

小学校

委嘱

連携・協働

連携・協働

連携・協働

中学校

高等学校
等

小学校

中学校

※都道府県教育委員会において統括的なｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを
委嘱することも想定
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大学生等もボランティア等として参画 【子供たちの成長】

地域学校協働活動推進事業

小学校
段階

中学校
段階

高校
段階

大学等
段階

高齢者

地域コーディネーター（学校区レベル）

従来の学校支援地域本部等を基盤とし、
幅広い地域住民や団体等の参画により
ネットワークを構築し、地域学校協働活
動を推進

地 域 学 校 協 働 本 部
放課後子供教室

地域住民等による小学校での放課
後の学習支援、体験機会の提供及
び居場所づくりを拡充。

地域未来塾

地域住民の協力やＩＣＴの活用によ
り、学習が遅れがちな中高生等の
無料の学習支援を拡充。

外
部
人
材
を
活
用
し
た
土
曜
日
の
教
育
支
援
活
動

民
間
企
業
等
の
多
様
な
経
験
や
技
能
を
持
つ
外
部
人
材
の
活
用
に

よ
り
、
土
曜
日
等
の
特
色
・魅
力
の
あ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
充
実

近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちの成長を支えるには、地域と学校が連携・協働し、社会総がかりで教育を行うことが必要。

昨年12月の中教審答申（地域と学校の連携・協働）や本年1月の「次世代の学校・地域」創生プランに基づき、幅広い地域住民や企業・団体等の参画により、
子供たちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を推進するため、地域と学校をつなぐコーディネーターの配置や機能強化により、基盤となる
「地域学校協働本部」の整備を推進するとともに、学びによるまちづくりや地域人材育成、放課後子供教室、地域住民等による学習支援（地域未来塾）、外部人材の

活用による土曜教育の取組を通じて、社会全体の教育力の向上及び地域の活性化を図る。

地 域 学 校
協 働 活 動

地域と学校の連携・協働の
下、幅広い地域住民等が
参画し、地域全体で未来を
担う子供たちの成長を支え、
地域を創生する活動

・学びによるまちづくり
・地域人材育成
・郷土学習
・地域行事への参加
・ボランティア・体験活動
・学校周辺環境整備 等

5,000箇所

統括コーディネーター（市町村レベル）

・未実施地域における取組実施を推進
・地域コーディネーターの資質や活動の

質の向上

就学前
段階

大人

保護者・
ＰＴＡ

企業

ＮＰＯ

青少年

機関・
団体 17,750箇所

4,100箇所

地域コーディネーター及び統括
コーディネーターの配置拡充、人材
の育成・確保（研修の充実、質の向
上、ネットワーク化）を強化

15,000箇所

放課後児童クラ
ブとの一体型を
中心とする放課
後子ども総合プ
ランの推進

地域住民等の
参画の促進

ＩＣＴを積極的に
活用した学習支
援を一層促進

国 1/3
都道府県 1/3
市町村 1/3

【補助率】

・地域住民等や学校との連絡・調整
・地域学校協働活動の企画・推進等

500人

20,000人

（ 前 年 度 予 算 額 6,295百万円）

２９年度要求・ 要望額 7,541百万円
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地域学校協働活動の実施

地域学校協働本部 学校

目標、活動方針や取組内容等の共有（関係者により構成される協議会など）

地域コーディネーター
（学校・地域との連絡・調整、

ボランティアの確保、活動の企画）

幅広い地域住民等

地域ボランティア

教員

教頭・主幹教諭等、
学校側の窓口

学校の教育活動

参 画

地域と学校が連携・協働する仕組みづくりを促進し、子供たちを支えるだけでなく、地域住民の生涯学習・
自己実現に資するとともに、活動を通じて地域のつながり・絆を強化し、地域の活性化を図る

幅広い地域住民等の参画により、地域と学校が連携・協働しながら、地域全体で子供の成長を支え、地域を創生する活動を実施

地域学校協働活動推進事業の一部で実施

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】
（前年度予算額：6,295百万円の内数）
平成29年度要求額：7,541百万円の内数

地域学校協働活動

子供

社会教
育関係
団体

民間
教育

事業者

企業・
経済
団体

文化・
ｽﾎﾟｰﾂ

団体

労働
関係
機関・
団体

○地域⾏事への参加
・地域・学校協働防災訓練
・地域の伝統⾏事への参画 等
○ボランティア・体験活動
・地域の⾼齢者施設での
ボランティア学習

・地域の商店街での
職場体験活動 等

○学校周辺環境整備
・地域学校協働清掃
活動

・花壇整備 等

○学びによるまちづくり
・地域資源を活⽤した
地域ブランドづくり学習

・地域防災マップ作成 等
○地域⼈材育成
・地域課題解決型学習
・地域⼈材によるキャリア
教育 等

○郷⼟学習
・郷⼟史調査学習
・地域の⾃然環境
フィールドワーク 等ＰＴＡ

地域の
青少年・
成人・
高齢者

連携・協働

【活動の例】

ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）（工程表：抜粋）
・地域と学校との連携・協働の下、高齢者等をはじめとする地域住民の参画により、社会全体として子どもたちの学びや成長を支える活動を、全国的に推進する。 -36-



地域学校協働活動として期待される取組事例①

子供の学びの場を創り出すため、PTA,自治会、
民生、社会福祉協議会など既存の子供の支援
を行ってきた組織に合わせ、関連部署や企業・
団体など地域に支援の輪が広がった。

◆ 文部科学省委託事業から始まったこの取組は、今では、地域連携に参画したい小中
学生が集まる、“ボランティア部”（コーディネーターが顧問）の発足や、米を育てた時に出
たワラを使った、しめ縄作り、団子を揚げた時に出る廃油を使ったエコ石けん作りなど、広
がりを見せている。 ⇒ これらの取組により、地域コーディネーターが組織化。

平成20年度に、市内全中学校区（22校区）に地域教育協議会（学校支援地域本部）を設置。 富雄中学校区では、小中学生が地域資源を見直し、子
供と地域の協働による学区ブランドづくり（小学生が栽培した古代米を使ったお団子の商品開発）を実施。
地域コーディネーターが主体となって、商品化までの子供たちの活動をサポート。

※こうした各学区のブランドづくりを市内５校区で実施。 （奈良県奈良市）

概要

◆ お団子の販路拡大に向けては、地域コーディ
ネーターが地域企業に働きかけ、生徒たちがアイ
ディアをプレゼン
【結果】
● 生菓子から日もちする冷凍食品として製造
● 駅周辺のレストランメニューへの追加やコン

ビニでの販売も実現
● 現在は、地域の行事や祭り、イベント等での

販売も実現

◆ これらの取組は、子供た
ちの学びを支援することはも
ちろん、企業・団体や住民に
とっても地域参画のきっかけ、
学びの機会となっており、子
供と共に育つ地域づくり（地
域振興）が進んでいる。

（第３章 第４節関係）
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○ 保護者や地域住民による学校支援活動が、学校との連携に関する認識の

深まりから、より活性化してきている

○ 生徒が地域の行事に積極的に参加したり地域の人材が学校の教育活動に

参画することにより、生徒が地域貢献をしている。

生徒が高齢者福祉施設の訪問や
地域の行事に参加し、地域貢献している事例

地域学校協働活動として期待される取組事例②

☆ 平成１８年度の発足当初より主に地域のボランティア活動に尽力している。
主な活動は
・総合的な学習の時間を活用したキャリア教育へのサポート

（福祉施設訪問、疑似体験活動（車いす体験）、職場体験学習 等）
・生徒が学校の行事やお祭りなど地域の行事へ積極的に参加
・ゲストティーチャーにおける授業の協力
・土曜学習会における補充学習支援 等

☆ コミュニティ・カレンダーの作成や社会福祉協議会との連携を強めることで
高齢者福祉施設訪問など多くの支援ができるよう工夫している

☆ 様々な学校の教育活動を機能的・実践的にしていくため、PTA関係者や
学校関係者（校務分掌に位置づけ）も参画して活動内容等を検討している

取組の概要・特色

取組の成果

宮崎県都城市
（山田中学校）

【高齢者福祉施設を訪問している様子】

【かかし村まつりにて演劇を実施している様子】

（第３章 第４節関係）
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地域学校協働活動として期待される取組事例③

地域住民と協働して行う「ふるさと科」の創造 （岩手県大槌町）

取組の概要
大槌町が復興を目指すにあたり、次代を背負って立つ子どもたちを育て、魅力的な地域・学校づくりを推進するため、小中一貫
教育の取り組みの一つとして「ふるさと科」を全学年に設置。

吉里吉里中学校 郷土芸能発表会 学習発表会「ふるさと大槌・ここに生きる」

ふるさと科でねらうもの 「生きる力」 「ふるさと創生」

「地域への愛着」…地域の歴史・郷土芸能
を見直し、町の将来像を見つめる

ふるさと科の三つの柱 「生き方・進路指導」…郷土の産業を学び、職場体験
を通じて生き方や進路を考える

「防災教育」…主体的な判断力と
実践力を育成する

「生き方」を基盤とした教育内容を構成し、地域や自分の生き方を見つめ、大槌町の復興発展を担う人材を育成。

伝統芸能の発表 楽器の演奏 調査と発表 創作劇の発表 テーマ別発表子どもたちのレポート

・郷土芸能の発表
吉里吉里中学校の全生徒が「神楽・鹿子踊り・虎舞」の

3チームを構成し、保存会や講中の方の指導のもと、放課後
に練習を重ねた。中学生だけで演舞や楽器を披露するのは
初めて。
10月17日の発表当日は200人以上の保護者や地域住民が来

場。力強い踊りと演奏に会場が沸いた。
地域の文化・郷土芸能を学ぶことで郷土を愛する心を育

成。

・調査と発表
祭りの魅力や謎を調査す

るため、各チームの代表者が
保存会の方々に取材。地域の
方が先生役。

取材した内容はパソコンで
まとめ生徒が発表。

・学習発表会
10月20日、震災を越えて

前向きに生きることをテーマ
とした創作劇「ふるさと大
槌・ここに生きる」を６年生
８７人全員で発表。

子どもたち自身が考えぬい
た未来へのメッセージを発表。

・課題解決に挑戦
創作劇で取り組んだ

テーマについてチームご
とに地域の方の助けを借
りながら課題の解決に挑
戦。

・テーマ別発表会
１２月７日にはここまでの

チームごとの活動の成果の発
表会を開催。チームごとに説
明コーナーを設けて、５年生
や先生、地域の方に活動や調
査の結果を発表。

ふるさと科実行委員会 ふるさと科実行委員会と地域の関係機関との連携強化や推進する地域における意見
・防災教育は等高線と被災した場所を関連づけて学習したり、被災時に使える英会話を学習したりするなど
教科と関連させながらの推進が必要。地域住民と共同で登下校時の避難訓練の実施が必要。

・沿岸地区の仮設店舗での体験学習を実施するなど職業体験学習に力を入れることが重要。
Ｈ２４年度より実施

モデル指定校 大槌・安渡・赤浜・大槌北小学校合同

・モデル指定校から各地区の学校でも「ふるさと科」実施（学校支援地域本部）
・学年ごとに実施した「ふるさと科」の発達段階に応じたカリキュラムづくり（小中連携に向けた）
・学校と地域の連携体制強化のため、コーディネーター３人体制による学校支援地域本部の立ち上げ

（第３章 第４節関係）
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地域のボランティア活動を通じて、生徒と大人がともに学ぶための場所を
学校支援地域本部がコーディネート

◆地域のイベントへの参加
・鴨まんの販売、エコステーション、フリーマーケットなどの取組を

生徒が地域の一員として参画
・生徒が地元の高校で行われる音楽交流会での演奏や運営補助として参画

◆防災拠点訓練への参加
・生徒が各小学校での訓練に参加し、地域の一員として参加するとともに大人も

本取組に参加することで、学校が地域の拠点であることへの理解が促進
◆地元企業等との連携

・横浜F・マリノスとの連携を強化し、生徒が試合観戦を行うとともに、
ボランティア活動として競技場のゴミ拾いなどを実施し地域貢献

～地域連携支援の具体的な取組～

＜概要＞
◆学校の教育活動を支援するために平成２１年度に設立
◆地域住民が学校を支援するこれまでの取組を発展させて、児童・生徒が地域社会に

参画していくことによって、学校と地域が連携・協働する体制を構築
＜具体的な取組＞

・図書ボランティア
・キャリア教育
・学校と地域を繋ぐ地域連携行事への呼びかけ
・被災地支援活動（募金活動、被災地訪問、被災地で育てたひまわりを近隣の幼稚園・

保育園・小学校・自治会・企業等に配布し、防災意識の向上や被災地域の復興支援）
・環境整備支援

子供たちが地域社会に参画する仕組みを構築することにより、学校と地域が

連携・協働 （神奈川県横浜市）

～しのはら学校支援地域本部の概要～

【生徒が募金活動を行っている様子】

【フリーマーケットを実施している様子】

【1中３小による図書ボランティア交流会】

【ひまわり運動（被災地支援活動）】

【地域のイベントに参画】

【生徒による応援メッセージ】【簡易トイレ作成の様子】

地域学校協働活動として期待される取組事例④ （第３章 第４節関係）
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＜学校支援地域本部の運営体制＞
◆ 公民館内に学校支援地域本部を設置（公民館は町内に１館）。
◆ 公民館長（社会教育主事）を筆頭に、統括コーディネーター１名、

コーディネーター５名体制。
◆ 各学校単位でなく、全町域（町内５校園）の学習支援をコーディネート。

（幼稚園２園、小学校２校、中学校１校）
◆ コーディネーターは地域の状況に精通した人材。

（元町職員・元町内幼稚園長、民生委員 等）
◆ 月一回、定例会を開催し、コーディネーター及び町職員間で情報共有。
◆ コーディネーター資質向上のため、県などが開催する研修会に参加。

＜主な役割＞
● 公民館長（社会教育主事）：学習支援全体の調整。
● 統括コーディネーター：学校等との窓口。ボランティアとの連絡調整。
● コーディネーター：学校等の要望に応じたボランティアの人選・発掘。

ボランティア活動時の補助（助言・現場への同行）

＜特徴＞
★ 地域の活動拠点である公民館の中に学校支援地域本部を設置することで、

様々な資格や経験を持つ人材との円滑な連携が可能。
★ 公民館長がパイプ役となり、公民館利用団体等と連携した学習支援を実施。
★ 公民館で学校支援にもつながる分野の講座を開催し、人材確保と人材養成を

図ると共に、支援分野の拡大が可能。

＜支援内容＞ 年間211回 のべ776名参加（H26年度）
・ 幼稚園：保護者参観の託児・施設環境整備・体験活動（餅つき） 等
・ 小学校：学習支援（家庭科・戦争体験の話）・体験活動（野菜づくり）等
・ 中学校：学習支援（家庭科・技術科） 等

学校支援地域本部
（竜王町公民館内に設置）

竜王
幼稚園

竜王西
幼稚園

竜王町の学習支援体制

公民館長
（社会教育主事）

コーディネーター（５名）

統括コーディネーター（１名）

竜王西
小学校

竜王
小学校

竜王
中学校

連
携
・
協
力

連
携
・
協
力

連
携
・
協
力

（第３章 第４節関係）

公民館と統括コーディネーターが中心となり、町全体の学習支援をコーディネート （滋賀県蒲生郡竜王町）

公民館と連携した地域コーディネート事例
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中学生・高校生等を対象に、大学生や教員OBなど地域住民の協力やＩＣＴの活用等による学習支
援を実施
 経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に身についていない

中学生・高校生等への地域と学校の連携・協働による学習支援を実施

 教員を志望する大学生などの地域住民、学習塾などの民間教育事業者、ＮＰＯ等の協力やＩＣＴ機器、学習
ソフトウェア等の活用により、多様で効果的な支援が可能

＜放課後学習支援＞
・対象は中１～３の希望者
・年間約80回 (学期中の週２回(２時間程度))

＊学校の空き教室を利用、無料
・指導員による個別指導と自習

＊指導員：退職教員や教員志望の大学生など

全生徒を対象とした学習支援の事例
【東京都内のある中学校の取組】

学習支援が必要な中学生・高校生等を対象とした学習支援
～地域住民の協力を得た地域未来塾の充実～

地域未来塾について

＊学習支援が必要な中学生・高校生等に対して学習習慣の確立と基礎学力の定着
＊高等学校・大学等進学率の改善、高校中退の防止、学力・自己肯定感の向上

学習機会の提供によって、貧困の負の連鎖を断ち切る

平成31年度末までの目標数

H31年度

５，０００
中学校区

（公立中学校の約半
数）

H29年度

４，０００
中学校区
高校生支援

の促進

高校生支援
全国展開

（前年度予算額：２６９百万円）
２９年度要求額：５３５百万円

※地域学校協働活動推進事業 ７，５４１百万円の一部で実施

H28年度

３，０００
中学校区

新たに高校生の
支援に着手

ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）（抜粋）
経済的な理由や家庭の事情により学習が遅れがちな子供を支援するため、大学生や元教員等の地域住民の協力及びICTの活用等による原則無料の学習支援

を行う地域未来塾を、平成31年度（2019年度）までに全中学校区の約半分に当たる5000ヶ所に拡充し、高校生への支援も実施する。 -42-



「地域未来塾」の取組事例

目 的 ・ 背 景 ：
日高村では「学社連携」に力を入れており、中学生の学力向上のため、これまで実施していた
放課後子供教室から移行する形で、平成27年度から地域未来塾を実施。

対 象 者 ： 中学1年生～3年生（約100人）の希望者

実 施 教 科 ： 主に数学、英語

年 間 活 動 日 数 ： 90日（平日80日／土曜日等10日）※ICT活用：40日（平日40日／土曜日等10日）

実 施 時 間 等 ： 16:00～18:00（月・火・木・金）、15:00～18:00（水）、
13:00～16:00（夏期休暇）

実 施 形 態 ： 自習形式（試験期間中は授業形式で実施）

実 施 体 制 等 ： 生徒の1日当たりの平均参加人数 40人（試験期間中）
地域住民の1日当たりの平均配置人数 2～3人

ICTを活用した地域未来塾を実施

• 地域住民（元ALT）や塾講師、大学

生が支援を実施。

• 通常時はプリントやタブレットを活用

して自主学習。

• 試験期間中等、多くの生徒が集まり、

共通の課題を解決する場合はプロ

ジェクターやデジタルビデオカメラを

活用し、授業形式で指導。

• 以前から学校でタブレットを活用し

ており、成果があったため社会教育

でも導入することとなった。

日高中学校放課後学習室のポイント

日高中学校放課後学習室の概要

日高村立日高中学校（高知県）

• ICT機器を活用することにより、生徒の学習意欲が向上し、集中して自主学習に取

り組む様子が見られた。

• タブレット使い、多くの生徒が協議しながら課題を解決する姿が見られた。

• 授業等を行う際、板書等の時間を省くことができ、生徒への指導時間が増えた。

• 時期によって参加する生徒数にかなり差が生じるが、ICTを活用することで、指導

者数を変えることなく生徒数の増減に対応することができる。

• （生徒の声）楽しく集中してできた。時間を忘れて取り組むことができた。大勢での

課題解決がよい経験となった。

• （地域住民の声）初めはタブレット等のICT機器の扱いに戸惑ったが、慣れるにつ

れ活用できるようになっていった。生徒も興味を持って取り組んでおり、楽しく指導

できるので、もっとICT機器を活用できるように努力したい。

ICTを活用したことによる効果
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放課後子供教室
（文部科学省）

教育活動推進員
教育活動サポーター

共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後を安
心・安全に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、厚生労働省と連携して総合的な放課後対策を推進

『放課後⼦ども総合プラン』
として、実施（H26.7⽉策定）

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】

【共通プログラムの例】
○室内での活動

・学習支援（予習・復習、補充学習・ＩＣＴを活用した学習活動など）
・多様な体験プログラム（実験・工作教室、英会話、文化・芸術教室など）

○校庭・体育館での活動
スポーツ活動（野球、サッカー、バドミントン、卓球、一輪車など）

平成31年度末までの目標を前倒して実現！

【H28年度】
15,500か所

【H30年度】
20,000か所

約半数は放課後
児童クラブと一体型

放課後子供教室 ～ 放 課 後 子 ど も 総 合 プ ラ ン の 推 進 ～

双⽅で情報共有
〈学校区毎の協議会などで⼀体型・連携型の取組を促進〉

放課後児童クラブ支援員

放課後児童クラブに参加している子供が
放課後子供教室の共通プログラムに参加

放課後児童クラブ
（厚生労働省）

多様で質の⾼い
プログラムの提供

特別支援
サポーター

（特に配慮が必要な
子供たちへの支援）

（学習支援や多様なプログラム
の実施、安全管理）

大学生、地域の高齢者、
民間教育事業者、文化・芸術
団体等の様々な地域人材

特別支援学級の介助員、
ホームヘルパー有資格者、
障害者施設実務経験者など

29年度要求・要望額：7,541百万円の内数
（前年度予算額：6,295百万円の内数）

地域学校協働活動推進事業の一部で実施

地域コーディネーター

参画

半数は放課後
児童クラブと
一体型

【H29年度】
17,750か所

半数は放課後
児童クラブと
一体型

半数は放課後
児童クラブと一体型

連携・協力

ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）（抜粋）
共働き家庭等の小１の壁を打破するとともに次代を担う人材を育成するため、2019年度末までに放課後児童クラブを約122万人分整備（2014年度以降追加的に30万人分を整備）
全小学校区（約2万か所）で放課後児童クラブと放課後子供教室を一体的に又は連携して実施し、うち１万か所以上を一体的に実施する。また、取組の加速化を図るため、引き続き

学校施設の活用を促進するとともに、追加的な受け皿整備を2018年度末に前倒して実現するための方策を検討する。

①全ての子供たちを対象とした学習プログラムの強化・充実
②放課後児童クラブと一体型又は連携型の放課後子供教室を

計画的に整備（特に一体型の取組を加速化）
※ 一体型推進のインセンティブとして、放課後児童クラブと一体型の放課後子供教室の設備整備や

ＩＣＴを活用した学習支援のための備品整備について、「未来への投資を実現する経済対策」
（平成28年8月2日閣議決定）に記載
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○共働き家庭等の「⼩1の壁」を打破するとともに、次代を担う⼈材を育成するため、全ての就学児童が放課後等を安全・安⼼に過ごし、
多様な体験・活動を⾏うことができるよう、⼀体型を中⼼とした放課後児童クラブ及び放課後⼦供教室の計画的な整備等を進める

「放課後子ども総合プラン」の全体像

○平成31年度末までに
■放課後児童クラブについて、約30万⼈
分を新たに整備
（約90万⼈⇒約120万⼈）
・新規開設分の約80％を⼩学校内で実施

■全⼩学校区（約２万か所）で⼀体的に
⼜は連携して実施し、うち１万か所以
上を⼀体型で実施
（約600か所⇒1万か所以上）を⽬指す
※⼩学校外の既存の放課後児童クラブについても、
ニーズに応じ、余裕教室等を活⽤

※放課後⼦供教室の充実（約1万カ所⇒約2万カ所）

○平成31年度末までに
■放課後児童クラブについて、約30万⼈
分を新たに整備
（約90万⼈⇒約120万⼈）
・新規開設分の約80％を⼩学校内で実施

■全⼩学校区（約２万か所）で⼀体的に
⼜は連携して実施し、うち１万か所以
上を⼀体型で実施
（約600か所⇒1万か所以上）を⽬指す
※⼩学校外の既存の放課後児童クラブについても、
ニーズに応じ、余裕教室等を活⽤

※放課後⼦供教室の充実（約1万カ所⇒約2万カ所）

国全体の目標

○国は「放課後⼦ども総合プラン」に基
づく取組等について次世代育成⽀援対
策推進法に定める⾏動計画策定指針に
記載

○市町村及び都道府県は、⾏動計画策定
指針に即し、市町村⾏動計画及び都道
府県⾏動計画に、
・平成31年度に達成されるべき⼀体型の⽬
標事業量
・⼩学校の余裕教室の活⽤に関する具体的
な⽅策
などを記載し、計画的に整備
※⾏動計画は、⼦ども・⼦育て⽀援事業計画と
⼀体のものとして策定も可

○学校施設の活⽤に当たっての責任体制の明確化
・実施主体である市町村教育委員会⼜は福祉部局等に管理運営の責任の所在を明確化
・事故が起きた場合の対応等の取決め等について協定を締結するなどの⼯夫が必要

○学校施設の活⽤に当たっての責任体制の明確化
・実施主体である市町村教育委員会⼜は福祉部局等に管理運営の責任の所在を明確化
・事故が起きた場合の対応等の取決め等について協定を締結するなどの⼯夫が必要

国
全
体
の
⽬
標
を
達
成
す
る
た
め
の
具
体
的
な
推
進
⽅
策

学校施設を徹底活用した実施促進

○余裕教室の徹底活⽤等に向けた検討
・既に活⽤されている余裕教室を含め、運営委員会等において活⽤の可否を⼗分協議

○余裕教室の徹底活⽤等に向けた検討
・既に活⽤されている余裕教室を含め、運営委員会等において活⽤の可否を⼗分協議

○放課後等における学校施設の⼀時的な利⽤の促進
・学校の特別教室などを学校教育の⽬的には使⽤していない放課後等の時間帯に活⽤するな
ど、⼀時的な利⽤を積極的に促進

○放課後等における学校施設の⼀時的な利⽤の促進
・学校の特別教室などを学校教育の⽬的には使⽤していない放課後等の時間帯に活⽤するな
ど、⼀時的な利⽤を積極的に促進

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施

○⼀体型の放課後児童クラブ及び放課後⼦供教室の考え⽅
・全ての児童の安全・安⼼な居場所を確保するため、同⼀の⼩学校内等で両事業を実施し、共働き家庭等
の児童を含めた全ての児童が放課後⼦供教室の活動プログラムに参加できるもの

 全ての児童が⼀緒に学習や体験活動を⾏うことができる共通のプログラムの充実
 活動プログラムの企画段階から両事業の従事者・参画者が連携して取り組むことが重要
 実施に当たっては、特別な⽀援を必要とする児童や特に配慮を必要とする児童にも⼗分留意
 放課後児童クラブについては、⽣活の場としての機能を⼗分に担保することが重要である
ため、市町村が条例で定める基準を満たすことが必要

○放課後児童クラブ及び放課後⼦供教室が⼩学校外で実施する場合も両事業を連携
・学校施設を活⽤してもなお地域に利⽤ニーズがある場合には、希望する幼稚園など
の社会資源の活⽤も検討

・現に公⺠館、児童館等で実施している場合は、引き続き当該施設での実施は可能

市町村及び都道府県の体制等

○市町村には「運営委員会」、都道府県には「推進委員会」を設置し、教育委員会と福祉部局の連携を強化
○「総合教育会議」を活⽤し、⾸⻑と教育委員会が、学校施設の積極的な活⽤など、総合的な放課後対策の在り⽅について⼗分協議

※国は「放課後子ども総合プラン」に基づく市町村等の取組に対し、必要な財政的支援策を毎年度予算編成過程において検討

趣旨・目的

市町村及び都道府県の取組

放課後児童クラブ及び放課後子供教室の連携による実施

（平成２６年７⽉３１⽇策定）
（⽂部科学省・厚⽣労働省）

-45-

学びによる地域力活性化プログラム普及・啓発事業
～地域力活性化コンファレンスの開催～

（前年度予算額 32,507千円）
29年度要求額 32,507千円

Ⅱ.地域力活性化コンファレンスの開催

Ⅰ.地域力活性化支援委員会の設置

第２期教育振興基本計画で示された教育再生に向けた基本的方向性である「絆づくりと活力あるコミュニティの形成」の実現に
向け、公民館等地域の「学びの場」を拠点として実施される地域課題解決の取組の促進、支援を行う。具体的には、これまで各地
域で取り組んできた地域課題解決の優れた取組や先進的な実践等において蓄積された様々な課題解決のノウハウ、プロセス等
の成果を活用し、各地域が共有する課題・問題の解決に向けて協議を行う「地域力活性化コンファレンス」の開催等により、学び
による地域力活性化の取組の全国的な普及・啓発を行う。

・全国7ブロックにおいて、都道府県、市町村、ＮＰＯ、

民間企業等の社会教育関係者が集まり、地域力活性
化に向けた関係者間の効果的マッチングやネットワー
クを構築しつつ、課題の共有、解決のための協議を実
施。

全国7ブロック×３百万円、その他経費：２百万円

・各ブロックでの地域力活性化コンファレンス開催にあ
たり、実施内容、詳細な企画の検討。
・コンファレンスへのアドバイザー支援。

・コンファレンスの研究成果を踏まえた課題解決の実
践的取組テキスト（コンファレンス・テキスト）の作成。

コンファレンス企画審査等：７百万円

－会議、協議会の意。

関係者間で共有する問題につ
いて協議すること。

コンファレンス
（Conference）

徹底的な事例研究

支援委員会が各地域を
様々な形で支援

成 果

支援スキル・
ノウハウの習得

関係者間での出会いと対話の創出

【27年度実施例】
地域力醸成コンファレンスinしまね

○ 公民館等の「学びの場」を拠点として、様々な主体との連携・協働のネットワークづくり
○ 活力ある地域コミュニティ形成のための学びによる地域の課題解決、地域力活性化の取組の促進

コンファレンスの主な実施内容
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平成27年度学びを通じた地方創生コンファレンス実施一覧
No. 団体等名 事業名 事業概要 開催日時、開催地 参加者数

1
北海道地方創生コン
ファレンス実行委員会

学びによる地域力活性化プログ
ラム普及・啓発事業

「地方再生（地域振興）」、「防災教育」をテーマに、道内計５地区で
実施（うち札幌地区は成果のとりまとめ）し、「人と人をつなげ、地域
課題を解決する社会教育」の実践について、さらなる普及・啓発を
図る。

①釧路・根室地区 8月31日(月)別海町 65名

②オホーツク地区 10月30日(金)北見市 46名

③胆振・日高地区 11月11日(水)安平町 54名

④上川地区 11月27日（金）富良野市 71名

⑤札幌地区 1月21日（木）札幌市 44名

2
学校法人東北芸術工
科大学

地域社会を担う若い人材を育成
する社会教育の可能性研究事
業

東北各県の若い世代の人材流出への危惧の下、地域の担い手と
なる若手の人材の育成及び戻ってきた若者の受入れがテーマに、
高校生の地域づくりや新たな社会教育（公民館）の可能性について
研究討議等を行う。

11月20日（金）～22日（日）、山形県山形
市（東北芸術工科大学）

143名

3
東北大学災害科学国
際研究所

地域内の連携・交流・学びを通
した震災学習の協働事業体制
づくり

石巻市を会場に、自治体などで行われる様々な震災学習に関する
成果やノウハウを共有するため、各団体等の紹介、対話型ワーク
ショップ、担当者の支援スキルの習得を行う。

第1回 12月20日（日）、第2回 1月24日
（日）、宮城県石巻市

計117名

4
関東近県生涯学習・社
会教育実践研究交流
会実行委員会

関東近県生涯学習・社会教育
実践研究交流会

茨城県が中心となり、関東近県の生涯学習・社会教育関係者が一
同に会し、広域ネットワーク構築を図るとともに、最新の支援スキ
ル（ファシリテーション、対話、ネットワーキング等）の習得を目指す。

11月7日（土）、8日（日）、茨城県水戸市
（茨城大学）

482名

5
地域力活性化コンファ
レンスinひょうご実行委
員会

地域力活性化コンファレンスin
ひょうご

近畿地区等の取組事例を社会教育関係者に広く提供し、普及を図
るとともに、参加型による社会教育支援者のための資質向上研修
のモデルを示し、参加者のスキルアップを図る。

11月25日（水）、26日（木）、兵庫県神戸
市（神戸ポートピアホテル)

127名

6
地域力醸成コンファレ
ンスinしまね実行委員
会

地域力醸成コンファレンスinしま
ね

持続可能な地域づくりに自主的・自立的に取り組む人づくりを進め
るため、先進事例の分析・実践者との徹底的な協議等を行う。また、
コンファレンス当日だけでなく、参加者に対して社会教育主事が事
前（課題意識の醸成）・事後（学びを実践に結びつける）の支援を行
う。

11月26日（木）、27日（金）、島根県出雲
市（島根県立青少年の家）

208名

7
学びによる地域力活性
化コンファレンスin愛媛
実行委員会

学びによる地域力活性化コン
ファレンス推進事業（愛媛大会）

全国の先進的な事例を採用した対話の場を設定し、参加者達自身
の活動を見つめ直すとともに、真の人的ネットワークを構築する。
また、ファシリテーション研修を行い、人材の掘り起こし、育成に寄
与する。

12月5日（土）、6日（日）、愛媛県大洲市
（国立大洲青少年の家）

677名

8
国立大学法人大分大
学

コンファレンスを契機とした取り
組みを高めるサイクルのパッ
ケージ化

「地域の仕組み」と「人的ネットワーク」の２分科会によるコンファレ
ンスでの事例発表を踏まえた協議で出た課題について、大分大学
が中心となり、事例発表団体を支援し、その効果を検証する。

11月13日（金）、大分県別府市（大分県
立社会教育総合センター）

110名

9 鹿児島大学
産学官民による地域課題の協
働的解決を促す学習交流プラッ
トホームの形成

「コミュニティ協議会と公民館」、福祉と産業分野から事例を取り上
げ、社会教育と首長部局の協働とその意義等を共有するとともに、
ファシリテーション研修により、社会教育行政職員等が任務で必要
な知識やスキルを獲得することを目指す。

2月6日（土）～8日（月）、鹿児島県鹿児
島市（鹿児島大学）

271名

文部科学省
学びで地域を元気に！地方創
生全国コンファレンス

学びを通じた地域課題解決やまちづくりの取組を促進するため、関
係者の学びと対話、ネットワークづくりの場として実施した、各地器
のコンファレンスで得られた成果を取りまとめ、全国の関係者へ共
有・フィードバックを行うとともに、多様な立場の参加者により討議
を行い、各地域における課題解決のための取組の充実を図る。

2月17日（水）、18日（木）、東京都渋谷区
（国立オリンピック記念青少年総合セン
ター）

132名
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平成27年度学びを通じた地方創生コンファレンス実施事例

地域力醸成コンファレンス in しまね
■趣旨 活力ある地域を担う人づくりのために、今、それぞれの現状や抱える課題をふまえ、

全国の先進事例をもとに明日のアクションを起こすための研究協議を開催する。

■実施主体 地域力醸成コンファレンス in しまね実行委員会

■日時 平成２７年１１月２６日（木） ～ １１月２７日（金）

■場所 島根県立青少年の家（サン・レイク）

■参加人数 ２０８人 ／ 募集人数 ２００人

【日程】 ＜１日目＞
・全体会（先進事例のモデル分析）

実践発表５事例 【若者の地域参画】秋田県大館市中央公民館
【防災】埼玉県春日部市武里地区公民館
【地域振興】愛媛県西予市遊子川公民館
【地域課題解決】愛媛県新居浜市泉川公民館、佐賀県佐賀市

・円卓協議（実践発表者を交え１０のグループに分かれ課題を解決する
ための議論）

＜２日目＞
・学びを生かした実践に向けて～実戦に向けたスキル・ノウハウの習得～

講師：本間正人 京都造形芸術大学教授
・地域を創る「共創・協働ブース」～NPO・社会教育関係団体・行政機関・企業等
パートナーとの出会いの場～

【ポイント】
○ 参加者向けに学びを支援するシートを
作成し、コンファレンスの事前事後におけ
る参加者の学びを支援

○ 県内に配置されている社会教育主事が
支援し、参加者の学びを促進

【成果】
・参加者の意識変容（実践化への意欲、新たな気づき等）
・参加者のネットワークの広がり
・参加者が事業計画を策定するなど、その後の取組への発展を期待

（上）１日目円卓協議
（実践者を交えた徹底
議論）、（下）２日目共

創・協働ブース
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学びによる地域力活性化プログラム普及・啓発事業
～地域力活性化コンファレンスの開催～

問い合わせ先

（問合せ先）
文部科学省生涯学習政策局社会教育課公民館振興係 工藤・江谷

TEL    03(5253)4111 内線(2974)
E-mail kouminkan@mext.go.jp
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現在、２次募集受付中（締切：１０月２５日（火）まで）

○文部科学省調達総合案内↓
http://www-gpo3.mext.go.jp/MextKoboHP/list/kp010000.asp

※部局（部門） 「文部科学省 生涯学習政策局」

※担当部門 「社会教育課」

高齢社会対策基本法に基づき、政府が推進すべき基本的かつ総合的な高齢社会対策の指針として、平成24年9月に新たに定められた大綱。
＜文部科学省関連抜粋＞
〔構成〕 目的及び基本的考え方、分野別の基本的施策、推進体制等
○ 社会参加・学習等分野に係る基本的施策

（１） 社会参加活動の促進 （２） 学習活動の促進
ア 高齢者の社会参加活動の促進 ア 学習機会の体系的な提供と基盤の整備
イ 「新しい公共」の担い手の活動環境の整備 イ 学校における多様な学習機会の提供

ウ 社会における多様な学習機会の提供
エ 勤労者の学習活動の支援

高齢社会対策大綱（平成24年9月閣議決定）

高齢社会対策の基本理念を明らかにし、社会全体で高齢社会対策を総合的に推進することを目的としたもの。①生涯学習の機会を確保、②高齢者の社会
的活動への参加の促進やボランティア活動の基盤の整備等について必要な施策を講ずるものとされている。

高齢社会対策基本法（平成7年11月）

●急激な高齢化の進展によって生じる様々な社会的課題を解決していくため、多くの高齢者が生涯にわたり学び続けることを通じ、様々な場面で活躍でき
る社会を築いていくことが重要。

● 60歳以上の高齢者が何らかのグループ活動に参加している割合は61.0%、学習活動に参加している割合は14.1%。

参考資料（平成28年度版高齢社会白書より抜粋）

学習活動への参加状況（複数回答）

（平成25年度 高齢者の地域社会への参加に関する意識調査より抜粋）（平成28年度版 高齢社会白書より抜粋）

高齢者のグループ活動への参加状況（複数回答）

高齢者教育について
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高齢者による地域活性化促進事業

高齢社会の現状

事業の必要性

（ 前年度予算額 3,154千円）
29年度要求額 3,154千円）

地方公共団体担当者や高齢者の学習・社会参加に関わる団体関係者に加え、大学、企業等の参画によるフォーラムを開催し、
放課後子供教室等の地域による子育て支援に関する情報共有、アクティブ・シニアのネットワークづくり、図書館など
社会教育施設における活動・支援等の先導的な取組事例を紹介するとともに、パネルディスカッションやグループ討議等を実施。

→ 参画で得た知見やネットワーク等を地域の活動・支援等に還元し、効果的に推進

フォーラムの開催

■ 進む高齢化と地域で孤立化する高齢者
● 高齢化の推移（総人口に占める65歳以上の人口）

6.3%(S40) → 26.7%(H27) → 39.9%(H72推計)
● 一人暮らし高齢者の動向(65歳以上)

男性 4.3%(S55) → 11.1%(H22) → 16.3%(H47推計)
女性 11.2%(S55) → 20.3%(H22) → 23.4%(H47推計)

● 地域での付き合いの程度（60歳以上）
よく付き合っている 男性 24.4% 女性 26.6% (H27)

（平成28年版 高齢社会白書）

学びを通じた高齢者の主体的な地域活動への参画を促進することにより、
多世代の共助・共創による地域の活性化を目指す

学びを通じた高齢者の主体的な地域活動への参画を促進することにより、
多世代の共助・共創による地域の活性化を目指す

男女とも平均寿命80歳越え

□ 進む高齢者の社会参加と急がれる受入体制の整備
○ グループ活動に参加している高齢者（60歳以上）

42.3%(H5) → 61.0%(H25)
○ 放送大学在学者の高齢者割合（60歳以上）

12.0%(H15) → 23.9%(H27)
○ 高齢者が生涯学習を行っていない理由（60～69歳）（H24）

きっかけがつかめない 20.9%
一緒に学習や活動をする仲間がいない 13.6%
必要な情報がなかなか入手できない 9.2%

○ 今後生じてくる様々な地域の課題を解決していくためには、多くの高齢者がより一層元気に、様々な場面で活躍できる社会であることが重要。
○ 高齢化率が高まる我が国において、生涯現役社会を生きる高齢者が地域に参画し、豊かな知識・技術・経験を十分に生かしながら、主体的かつ

継続的に活躍できる環境の整備が必要。

【まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成26年12月27日閣議決定）】
若者、高齢者、障害者が活躍できる「全員参加の社会」の実現に向け、（略）「生涯現役社会」の実現に向けた高齢者の就労促進、障害特性に応じた就労支援

の等を行う。

【ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）】
子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地域共生社会」を実現する。
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平成２８年度 平取町高齢者フォーラム ～・～ 高齢者による地域活性化促進事業 ～・～

≪研修テーマ≫ 「高齢者と他世代との協働による新たな『まちづくり』」

～高齢者の社会参加による多世代交流の促進モデルを考える～

主 催 ： 平取町高齢者フォーラム実行委員会、 平取町教育委員会
協 力 ： 東京大学実行委員会
期 日 ： 平成２８年１０月２３日（日）
会 場 ： 平取町中央公民館 大ホール （沙流郡平取町本町８８番地１）

参加対象 ： 老人クラブ、各高齢者大学、高齢者事業団、社会福祉協議会、農業関係者、アイヌ文化保存会、平取高校トマト
クラブ、文化団体、町内小中高生とその保護者、JAびらとり青年部、その他地域住民、近隣市町村で興味のある方

募集定員 ： １００名程度
研修内容 ： ○ 事例発表内容 「高齢者によるまちづくりの先進的な取組み・課題等について」

発表者 長野県松本市中央公民館長 高橋 伸光 氏
○ 実践発表内容

①アイヌ文化の次世代への継承活動（舞踊・織物等）について
発表者 工芸家 関根 真紀 氏

②地元農業従事者（高齢者）による地域の特産品に関する技術の継承ついて
発表者 農業者 松原 邦彦 氏

○ パネルディスカッション「 先人が育んだ技術の活かし方、継承の仕方を考える」
ファシリテーター 東京大学大学院教育学研究科教授 牧野 篤 氏
パネリスト 平取高校代表、老人クラブ連合会会長 本間 義雄 氏

平取町中央公民館館長 松澤 浩 氏、工芸家 関根 真紀 氏
農業者 松原 邦彦 氏

オブザーバー 長野県松本市中央公民館館長 高橋 伸光 氏
○ 熟議「高齢者の主体的な社会参画を促進するための方策を考える」

コーディネーター 北海道大学学務部長 出口 寿久 氏
○ 総括（講評） 東京大学大学院教育学研究科教授 牧野 篤 氏

申込み・問合せ先

平取町教育委員会生涯学習
課社会教育係
TEL：０１４５７－２－２６１９



「学びを通じた地域づくりの推進に関する調査研究協力者会議」について

１ 設置の趣旨
「第６期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理」（中央教育審議会生涯学習分科会（平成２５年１

月））においては，社会教育の役割として学習活動の成果を協働による地域づくりの実践に結び付けることなどを
挙げ，様々な主体との連携・協働を構築するための「社会教育行政の再構築」の実施が必要であることなどが
提言。このため，地域住民から信頼され，様々な主体と連携・協働した地域創生・地域課題解決の推進のた
めの取組がなされるよう，より具体的な社会教育制度の在り方について検討することなどが必要。

上記のような内容について，専門的な見地から検討を行い，今後，中央教育審議会生涯学習分科会等において
議論すべき内容の論点整理を行うため，本会議を設置。

２ 検討事項
（１）社会教育を取り巻く現代的課題等を整理した上で，学びを通じた地域づくりの観点から，「社会教育行政の再

構築」のために必要な社会教育行政や公民館等社会教育施設の在り方等に関する論点整理
（２）その他学びを通じた地域づくり等に関して必要な論点整理

３ 委員
明石 要一 千葉敬愛短期大学学長，千葉市教育委員会委員，千葉大学名誉教授
井出 隆安 杉並区教育委員会教育長
小曽根治夫 栃木県佐野市教育委員会教育総務部生涯学習課長（参事）（前市民活動促進課長）
古賀 桃子 特定非営利活動法人ふくおかＮＰＯセンター代表
重森しおり 岡山県岡山市立中央公民館主任
関 福生 愛媛県新居浜市教育委員会教育長（前新居浜市市民部長）
田原 優子 佐賀県多久市教育委員会教育長
牧野 篤 東京大学大学院教育学研究科教授
山崎 亮 東北芸術工科大学コミュニティデザイン学科長／株式会社studio-L代表
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［参考］公民館関係データ集
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１９４５年 第二次世界大戦終結

１９４６年 寺中作雄氏（文部省社会教育課長（当時））
『公民館の建設－新しい町村の文化施設』発刊（※寺中構想）
「公民館の設置」に関する文部次官通牒発出

１９４７年 「教育基本法」公布・施行
第１回優良公民館表彰実施

１９４９年 「社会教育教育法」公布・施行 公民館の法的根拠が示される。

１９５１年 国による公民館施設補助金の交付開始

１９５９年 「公民館の設置及び運営に関する基準」（文部省告示）
公民館の施設規模、対象区域、設備などの基準が示される。

－公民館の黎明期－

→以降、平成９年度まで、公民館等の施設整備の補助を継続。
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○公民館の設置運営について（S21.7.5 文部次官通牒）

国民の教養を高めて，道徳的知識的並に政治的の水準を引上げ，または町村自治体に民主主

義の実際的訓練を与えると共に科学思想を普及し平和産業を振興する基を築くことは，新日本建
設の為に最も重要な課題と考えられるが，此の要請に応ずるために地方に於いて社会教育の中
枢機関としての郷土図書館，公会堂，町村民集会所等の設置計画が進捗し其の実現を見つゝある
のも少なくない事はまことに欣ばしいことである。

よって本省に於ても此の種の計画が全国各町村の自発的な創意努力によって，益々力強く推進

されることを希望し，今般凡そ別紙要綱に基く町村公民館の設置を奨励することゝなったから，青
年学校の運営と併行して適切な指導奨励を加えられる様，命に依って通牒する。

尚本件については内務省，大蔵省，商工省，農林省及厚生省に於て了解済であることを附記す
る。

公民館について

○公民館の機能
（『公民館の建設』 S2１より抜粋）

１．公民館は社会教育機関である。

２．公民館は社会娯楽機関である。

３．公民館は町村自治振興の機関である。

４．公民館は産業振興の機関である。

５．公民館は新しい時代に処すべき青年の養成に最も関心を持つ機関である。
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民主的社会教育機関です 村の茶の間です

親睦交友を深める施設です
産業振興の原動力です

民主主義の訓練場です

文化交流の場です

郷土振興の機関です
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（出典：「公民館図説」Ｓ２９刊行、寺中作雄監修・小和田武紀編著）
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社会教育法における公民館に関する主な規定 ①
（目的）

第二十条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、
学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操
の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

（公民館の事業）
第二十二条 公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。但し、

この法律及び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。
一 定期講座を開設すること。
二 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。
三 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。
四 体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。
五 各種の団体、機関等の連絡を図ること。
六 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。

（公民館の職員）
第二十七条 公民館に館長を置き、主事その他必要な職員を置くことができる。
２ 館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施その他必要な事務を行い、所属職員

を監督する。
３ 主事は、館長の命を受け、公民館の事業の実施にあたる。
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社会教育法における公民館に関する主な規定 ②

（公民館の運営方針）
第二十三条 公民館は、次の行為を行つてはならない。

一 もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称
を利用させその他営利事業を援助すること。

二 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の
候補者を支持すること。

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派
若しくは教団を支援してはならない。
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○「さらなる「基礎自治体への権限移譲」及び「義務付け・枠付けの見直し」について【提案】」（平成24年7月24日全国市長会）
「ネーミングライツを実施することや，個展において作品を販売することなど，これらの創意工夫に基づく活動ができない状況にある」

○「義務付け・枠付けの第４次見直しについて」（平成25年3月12日閣議決定）
「公民館の運営方針については，施設命名権の売却を禁止するものではないこと等について各地方公共団体に通知する。」

社会教育法第２３条第１項第１号の解釈について（通知）
（平成２５年３月２６日 ２４文科生第７７９号 文部科学省生涯学習政策局長通知）

１ 法第23条第1項第1号の趣旨
公民館が，法第20条に掲げる目的を没却して専ら営利のみを追求することや，特定の営利事業に対して特に便宜を図り，それによって

当該事業に利益を与えることを禁止するもので，公民館が営利事業に関わることを全面的に禁止するものではない。
２ 全国市長会からの指摘による具体的事例について
（１）施設命名権（ネーミングライツ）の売却

施設命名権の売却が，入札等の方法を通じて公正に行われるものであれば，禁止される行為には当たらない。
（２）地域の芸術振興のための個展における作品の販売
① 公民館が個展を主催する場合

公民館が専ら営利のみを追求することは禁止されているところであるが，法第20条に掲げる目的のために実施する事業であれば，その
一環として作品の販売を行うことは，禁止される行為には当たらない。

ただし，特定の者に特別の利益を与える意図をもって事業を実施することは，「営利事業を援助すること」に当たるため禁止されている。
また，作品の販売を営利事業者に委託する場合は，当該事業者が公正に選定されるよう留意する必要がある。
② 個展を行う事業に対して公民館の施設を供与する場合

公民館が，特定の営利事業に対して，使用回数や使用時間，使用料等に関して優遇するなど，特に便宜を図り，それによって当該事業
に利益を与えることは禁止されているところであるが，公正に施設の供与を行うのであれば，禁止される行為には当たらない。

背 景

概 要

○社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）
第２３条 公民館は、次の行為を行つてはならない。

一 もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用させその他営利事業を援助すること。
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公民館の設置及び運営に関する基準
（平成１５年文部科学省告示第１１２号）

１．地域の学習拠点としての機能の発揮
・講座の開設、講習会の開催等を自ら行うとともに、必要に応じて学校、社会教育施設、NPO等と共同し、多様な学習機会

の提供に努める
・地域住民の学習活動に資するよう、学習情報の提供の充実に努める

２．地域の家庭教育支援拠点としての機能の発揮
３．奉仕活動・体験活動の推進
４．学校・家庭及び地域社会との連携等
５．地域の実情を踏まえた運営
６．職員
７．施設及び設備
８．事業の自己評価等

・事業の水準の向上を図り、当該公民館の目的を達成するため、公民館運営審議会等の協力を得つつ、自ら点検及び評
価を行い、その結果を地域住民に対して公表するよう努める

概要

社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）
第二十三条の二 文部科学大臣は、公民館の健全な発達を図るために、公民館の設置及び運営上必要な基準を定めるも

のとする。

社会教育法における公民館に関する主な規定 ③
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社会教育法における公民館に関する主な規定 ④

（公民館運営審議会）
第二十九条 公民館に公民館運営審議会を置くことができる。
２ 公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実

施につき調査審議するものとする。
第三十条 市町村の設置する公民館にあつては、公民館運営審議会の委員は、当該

市町村の教育委員会が委嘱する。
２ 前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基準、定数及び任期その他当該公民

館運営審議会に関し必要な事項は、当該市町村の条例で定める。この場合におい
て、委員の委嘱の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとす
る。

第三十一条 法人の設置する公民館に公民館運営審議会を置く場合にあつては、そ
の委員は、当該法人の役員をもつて充てるものとする。

（運営の状況に関する評価等）
第三十二条 公民館は、当該公民館の運営の状況について評価を行うとともに、その

結果に基づき公民館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければ
ならない。

-63-

公民館数は年々減少し、平成２３年度には、約14,700館となっている。

公民館数の推移

※H23年度は中間報告であるため、公民館設置市町村数は集計中

区分 H8 H11 H14 H17 H20 H23
市立 7,964 7,944 7,977 11,167 11,578 10,616
町立 8,049 8,383 8,144 5,046 3,807 3,532
村立等 1,806 1,930 1,826 930 558 526
合計 17,819 18,257 17,947 17,143 15,943 14,674
市町村数 3,255 3,252 3,241 2,248 1,810 1,743
うち公民館設置
市町村数

2,967 2,983 2,950 2,004 1,595 ※集計中

設置率 91.2% 91.7% 91.0% 89.1% 88.1% －
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資料：Ｈ２３社会教育調査
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平成22年度間における公民館の利用者総数は、延べ約2億5百万人となっており、国民一人当たり年間2回
弱公民館を利用している。

公民館の利用者数の推移

資料：Ｈ２３社会教育調査 ※岩手県、宮城県及び福島県の数値は含まれない

区分 平成7年度間 平成10年度間 平成13年度間 平成16年度間 平成19年度間 平成22年度間

学級・講座の参加者数 8,682,583 9,617,393 10,634,061 12,449,303 12,622,818 9,645,489

団体利用者数 184,423,494 183,715,766 182,960,077 185,450,559 196,923,953 160,460,708

個人利用者数 23,021,462 22,401,104 20,400,781 25,750,937 25,511,418 16,153,680

諸集会への参加者数 29,992,500 25,495,322 24,294,564 20,698,418 21,556,035 18,938,074

合計 246,120,039 241,229,585 238,289,483 244,349,217 256,614,224 205,197,951
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（資料）社会教育調査

職員数及び専任職員の割合ともに、年々減少し、平成20年度には職員数約４万６千人、そのうち非常勤職員・指定管理者の割合は６０.５％
と年々増加している。また、1館当たりの平均職員数は約3.2人となっている。

公民館の職員数の推移
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○公民館運営審議会等の設置館数

公民館運営協議会の現状 資料：Ｈ２３社会教育調査

○公民館運営審議会等の構成

委員数（人） 割合

56,636

学校教育関係者 6,471 11.4%

社会教育関係者 26,316 46.5%

家庭教育の向上に資す
る活動を行う者 8,250 14.6%

学識経験者 15,599 27.5%

公民館運営審議会等委員数

公民館運営審議会等

～ 公民館の運営に関する事項を検討するために
設置される常設の審議会、委員会、協議会
（社会教育法第２９条に規定するものやそれ
に準するものをいい、機関の名称は問わな
い）

左表の「当該館に設置」している公民館のう
ち、社会教育法第３０条の規定に基づいて置
かれた公民館運営審議会の委員数

館数（館） 割合

公民館数 14,681

当該館に設置 4,053 27.6%

連絡等にあたる
公民館に設置 3,879 26.4%
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公民館の学習内容別学級・講座数の構成の推移

（出典）Ｈ２３社会教育調査

※H22年度間には、岩手県、宮城県及び福島県の数値は含まない

59.4% 61.0% 58.8%
61.7%

52.3% 52.3%

13.9% 12.9% 14.5%
12.6%

16.5% 17.8%

11.4% 11.1% 10.2% 9.6% 20.9% 19.5%

2.6% 1.8% 5.4% 4.1%

0.7% 1.0%6.6% 7.6% 5.8% 5.9%
7.3% 7.3%

6.1% 5.6% 5.3% 6.0%
2.3% 2.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H7 H10 H13 H16 H19 H22

その他

市民意識・

社会連携意識

職業知識・

技術の向上

家庭教育・

家庭生活

体育・

レクリエーション

教養の向上

-68-


